










































































































































































































































































































































１　特別職 （単位：千円，人）

地域手当 寒冷地手当 計

（ 3.15 ）

（ 3.15 ）

3,048 413,435 28,413

3,073 583,323 75,935

（ 3.10 ）

（ 3.10 ）

3,589 408,473 27,564

3,614 549,187 87,624

（ 0.05 ）

（ 0.05 ）

△ 541 4,962 849

△ 541 34,136 △ 11,689

２　一般職

（１）　総　　括 （単位：千円，人）

(   )内は短時間勤務職員の人数であり、外数である （単位：千円）

区分 扶養手当 地域手当 住居手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当負担金
退職手当特別

負担金
義務教育等

教員特別手当
教員特殊
業務手当

本年度 43,590 134,038 24,267 24,355 2,401 80,367 509,085 326,342 387,356 54,092 670 34

前年度 46,220 44,802 24,499 24,180 1,796 79,248 501,699 304,449 384,131 70,816 678 30

比　　較 △ 2,630 89,236 △ 232 175 605 1,119 7,386 21,893 3,225 △ 16,724 △ 8 4

（0）
1,741,971

100,133

前年度
（29）

本年度
（29）

比　　較

職員手当
の 内 訳

576

378 9,259

98,085

7,158

給料

特殊勤務手当

2,638 158,700

2,048

4,962

25,272

408,473

17,520

1,440

3,016 167,959

通勤手当

3,864,051

職員手当

1,440

時間外勤務
手当

議 員

そ の 他 の
特 別 職

20,3100

0

議 員

そ の 他 の
特 別 職

計

長 等

議 員

計

22,447

4,682,016

4,548,710

133,306

合　　計 備　　考区 分

563

6,251 11,32113

1,857,705

115,734 121,985

職員数 共済費

695,9802,128,331

計

3,986,036

38,635

266
506

32,820

684,659

給　　　　　与　　　　　費

2,122,080

266

報酬

給　料

18,960

6,652

18,960

17,520

期 末 手 当
年間支給率
（　月　分　）

比 較

5,815

23

計

そ の 他 の
特 別 職

長 等

108,720

28,348 3,090

前 年
度

496,883

88,410

522,155

413,435

長 等

そ の 他
の 手 当

3,573

3,307

3,573

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

本 年
度

備　　考

2
退職手当
負担金

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

職員数
報　酬

区　　　分

2

31,477

5,309

26,168
23

合　計

44,432

共済費

31,438

185,972

659,258

4,265
退職手当
負担金

441,848

26,136

15,599

141,540

170,373

△ 1,175

114,578

26,962 △ 11,363

5,811

436,037

636,811

55,795

1,0372,212

3,307

30,401



（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額（千円）

給　　　料 6,251 17,069

△ 10,818

115,734

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　　職員１人当りの給与

　　イ　初　任　給

一般行政職(円） 技能労務職（円）

高　　校　　卒 149,000 146,700 144,600 142,000

大　　学　　卒 183,300 － 176,700 －

その他の増減分

183,300

平成27年１月１日現在

　　平均給料月額（円）

　　平均給料月額（円）

　　平均給与月額（円）

区　　　　分 一般行政職(円）

増減事由別内訳（千円）

職員手当 115,734

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

367,389　　平均給与月額（円）

その他の増減分

306,928

一般行政職

技能労務職（円）教育職（円）

平成28年１月１日現在

39歳１月

149,000

39歳5月

304,461

369,976

42歳9月

262,069

297,526

　　平　均　年　齢（歳）

　　平　均　年　齢（歳）

教　育　職

283,509

区　　　　　　　　　　　分

293,513

制度改正に伴う増減分

備　　　考説　　　　　　　明

358,304

54歳6月

299,030

355,998

技能労務職

306,733

53歳11月

教育職（円）

－

176,700

国　　の　　制　　度

39歳11月



　ウ　級別職員数

 構成比(％) 級  構成比(％) 級  構成比(％)

(80.0)
10.7
(4.0)
20.7

( 16.0) (100.0)
26.7 30.9

30.8 ４　級 20.0 ４　級 72.2

1.8 ６　級

2.3 ７　級

(100.0) (100.0)
100.0 100.0
(75.9) (100.0)
11.4
(10.3)
15.1

( 6.9) (100.0)
27.6 28.1

32.4 ４　級 19.3 ４　級 72.2

( 6.9)
8.3

2.9 ６　級

2.3 ７　級

(100.0) (100.0) (100.0)
100.0 100.0 100.0

（　　　　）内は短時間勤務職員の職員数であり、外数である

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分

一般行政職

教　育　職

(  1)

(  1)

(  1)

18 100.0

(  1)
３　級 ３　級 5 27.8

５　級 1 1.8 ５　級

36.8

２　級 8 14 ２　級

482

２　級
(  3)

３　級
(  2)

５　級
(  2)

73

( 29)

11

5 27.8

13

8 14.6 ２　級

計
( 25)

計
(  1)

計
487

５　級 ５　級 ５　級

130

150

34 7.0

(20)
１　級 １　級

２　級
( 1)

３　級

２　級

34.5

( 4) (  1)

６　級

 職員数(人)

(22)

計 計 計

１　級 １　級21
55

55

        技　能　労　務　職          教　　育　　職

３　級 ３　級

19

課長補佐
企画員
主計員
主　査

係　長（困）

 職員数(人)

52

101

１　級

11

 職員数(人)

17

11

57

４　　級 ５　　級

16

技能労務職

１　　級 ２　　級

主事補

主　事

教　諭

７　級

７　　級

部　長

上席参事

副主任教諭
　

教  諭

相当に高度な技能又
は経験を必要とする
技能職員

園長
主任教諭

副主任教諭（困）

数名を直接指揮監督す
る技能職員

区　　分
級

４　級

６　級

７　級

４　級
平成27年1月１日現在

１　級

平成28年1月１日現在

11

６　　級

次　長
政策監

危機管理監
参　事

13

18

特に困難な業務を行
う労務職員

係　長

主　幹

数名を直接指揮監督す
る労務職員

9

３　　級

        一　般　行　政　職

133

156

40

14

車庫長

作業主任

調理主任

課　長
副参事

主任企画員
主任主計員

技能職員

労務職員

主　事

 教  諭

相当の技能又は経験
を必要とする技能職
員

相当に困難な業務を
行う労務職員



　エ　昇給

合    計 一般行政職 教　育　職 技能労務職

576 503 58 18

538 470 52 16

　２　号　給　  （人）

　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人）

　８　号　給  　（人）

　　　号　給　  （人）

93.4 93.4 89.7 88.9

592 518 56 18

545 478 51 16

　２　号　給　  （人）

　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人）

　８　号　給  　（人）

　　　号　給　  （人）

92.1 92.3 91.1 88.9

　オ　期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

(1.025) (1.175) (2.20)

2.025 2.175 4.20

(0.975) (1.175) (2.15)

1.90 2.20 4.10

(1.025) (1.175) (2.20)

2.025 2.175 4.20

（　　　）は再任用職員の支給率

役職別加算　　　有

支給率計(月計) 備　　　　　　　考
支　給　期　別　支　給　率

国　の　制　度

前　　年　　度 役職別加算　　　有

役職別加算　　　有

号給数別内訳
前年度

本　　年　　度

号給数別内訳

区　　　分

　　　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％）

　　　職　　　員　　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人）

区　　　　　　　　　　分

　　　職　　　員　　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人）

　　　昇給に係る職員数　　　　　　　　（Ｂ）（人）

本年度

　　　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％）

　　　昇給に係る職員数　　　　　　　　（Ｂ）（人）



　カ　定年退職及び勧奨退職係る退職手当

 ２０年勤続の者  ３５年勤続の者   最高限度

（月分） （月分） （月分）

　キ　地域手当　

支給対象地域　　　　　　　　　

支給率　　　　　　　　　　　　　　 (％）

支給対象職員数　　　　　　　　（人）

国の指定基準の基づく支給率（％）

　ク　特殊勤務手当

技　能　労　務　職

0.54

　

　ケ　その他の手当

6

市内全域

6

604

49.59

49.59

49.5925.55625
定年前早期退職特例措置

（３％～４５％加算）

区　分

支給率等 25.55625

 （支給率等）
国の制度

 ２キロメートル未満の自動車等使用者に2,300円支給

 ２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

異

異

15.2 61.1

差　　異　　の　　内　　容

0.0

 ２５年勤続の者

（月分）

34.5825

34.5825

13.8

 国と同様のほか，持家一律3,000円支給

　給料総額に対する比率（％）

全　　職　　種 区　　　　　分

　支給対象職員の比率（％）

教　　育　　職

0.0

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

一　般　行　政　職

0.1

49.59

0.1

区　　　　　分

扶　　養　　手　　当

国の制度との異同

同

　代表的な特殊勤務手当の名称

　（平成28年1月1日現在）

通　　勤　　手　　当

３　自動車(特殊･大型）運転手当

　　支給額上位

１　市税等徴収業務手当

２　保健師巡回手当

３　自動車(特殊･大型）運転手当

住　　居　　手　　当

　　対象職員上位

１　市税等徴収業務手当

２　保健師巡回手当



（単位：千円、％）

年

年  割　額

度 国県支出金 地方債 その他

７土木費 25 669,540 502,155 167,385 669,540 669,540 669,540 8.6 

26 3,543,083 2,657,312 885,771 1,493,745 3,543,083 3,543,083 45.5 

27 2,087,058 1,565,294 521,764 2,087,058 2,087,058 26.8 

28 1,492,456 1,119,342 373,114 1,492,456 1,492,456 19.1 

計 7,792,137 　 　 5,844,103 1,948,034 2,163,285 6,299,681 1,492,456 7,792,137 100.0 

９教育費 28 137,200 137,200 137,200 137,200 38.6 

29 218,200 218,200 218,200 61.4 

計 355,400 　 　 355,400 137,200 137,200 218,200 100.0 

継続費についての平成２６年度末までの支出額， 平成２７年度末までの支出額又は支出額

の見込み及び平成２８年度以降の支出予定額 並びに事業の進行状況等に関する調書

平成26年度末ま
での支出額

款 項 事　業　名
継続費の総額に
対する進捗率

平成28年度末ま
での支出予定額

平成28年度支出
予定額

全　　 　体　 　　計　 　　画

4幼稚園費

4都市計画費

市街地液状化
対策事業

平成29年度以降
の支出予定額

左   の   財   源   内   訳 

特　定　財　源
一般財源

平成27年度末ま
での支出(見込)
額

（仮称）認定
こども園はさ
き建設事業



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

農業近代化資金利子補給
（平成１５年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成１５年度
至
平成２７年度

10,881

自
平成２８年度
至
平成３０年度

252 252

農業近代化資金利子補給
（平成１６年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成１６年度
至
平成２７年度

6,234

自
平成２８年度
至
平成３１年度

276 276

農業近代化資金利子補給
（平成１８年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成１８年度
至
平成２７年度

4,978

自
平成２８年度
至
平成３２年度

333 333

農業近代化資金利子補給
（平成１９年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成１９年度
至
平成２７年度

3,659

自
平成２８年度
至
平成３３年度

343 343

農業近代化資金利子補給
（平成２０年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２０年度
至
平成２７年度

27,893

自
平成２８年度
至
平成３５年度

8,217 8,217

農業近代化資金利子補給
（平成２１年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２１年度
至
平成２７年度

5,034

自
平成２８年度
至
平成３６年度

1,076 1,076

農業近代化資金利子補給
（平成２２年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２２年度
至
平成２７年度

4,270

自
平成２８年度
至
平成３６年度

1,848 1,848

農業近代化資金利子補給
（平成２３年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２３年度
至
平成２７年度

5,205

自
平成２８年度
至
平成３７年度

2,182 2,182

農業近代化資金利子補給
（平成２４年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２４年度
至
平成２７年度

3,203

自
平成２８年度
至
平成３８年度

2,892 2,892

農業近代化資金利子補給
（平成２５年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２５年度
至
平成２７年度

1,797

自
平成２８年度
至
平成４０年度

1,473 1,473

農業近代化資金利子補給
（平成２６年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２６年度
至
平成２７年度

900

自
平成２８年度
至
平成４１年度

1,896 1,896

農業近代化資金利子補給
（平成２７年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

平成２７年度 9

自
平成２８年度
至
平成４２年度

31 31

農業近代化資金利子補給
（平成２８年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２８年度
至
平成４３年度

債務負担行為で平成２９年度以降にわたるもの
支出額又は支出額の見込み及び平成２８年度以

についての平成２７年度末までの
降の支出予定額等に関する調書

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

漁業近代化事業利子補給
（平成２１年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２１年度
至
平成２７年度

2,838

自
平成２８年度
至
平成３２年度

375 375

漁業近代化事業利子補給
（平成２２年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２２年度
至
平成２７年度

404

自
平成２８年度
至
平成２９年度

7 7

漁業近代化事業利子補給
（平成２４年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２４年度
至
平成２７年度

993

自
平成２８年度
至
平成３９年度

442 442

漁業近代化事業利子補給
（平成２５年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２５年度
至
平成２７年度

1,190

自
平成２８年度
至
平成４０年度

897 897

漁業近代化事業利子補給
（平成２６年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２６年度
至
平成２７年度

1,041

自
平成２８年度
至
平成４１年度

4,509 4,509

漁業近代化事業利子補給
（平成２７年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

平成２７年度

自
平成２８年度
至
平成４２年度

273 273

漁業近代化事業利子補給
（平成２８年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２８年度
至
平成３８年度

水産業制度資金利子補給
（平成２１年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２１年度
至
平成２７年度

16,114

自
平成２８年度
至
平成３２年度

1,235 1,235

水産業制度資金利子補給
（平成２２年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２２年度
至
平成２７年度

4,886

自
平成２８年度
至
平成３６年度

3,011 3,011

水産業制度資金利子補給
（平成２５年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２５年度
至
平成２７年度

3,616

自
平成２８年度
至
平成３６年度

4,570 4,570

水産業制度資金利子補給
（平成２８年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２８年度
至
平成４２年度

東日本大震災漁業経営対策資金利
子補給
（平成２３年度）

融資総額の融資残高に対し東日本大震災漁業
経営対策資金利子助成金交付要項第５条に規
定する率を乗じて得た額

自
平成２３年度
至
平成２７年度

2,144

自
平成２８年度
至
平成３１年度

481 481

中小企業事業資金利子補給
（平成２２年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

自
平成２２年度
至
平成２７年度

13,645

自
平成２８年度
至
平成２９年度

47 47

中小企業事業資金利子補給
（平成２３年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

自
平成２３年度
至
平成２７年度

11,735

自
平成２８年度
至
平成３０年度

447 447



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

中小企業事業資金利子補給
（平成２４年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

自
平成２４年度
至
平成２７年度

13,048

自
平成２８年度
至
平成３１年度

1,587 1,587

中小企業事業資金利子補給
（平成２５年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

自
平成２５年度
至
平成２７年度

27,055

自
平成２８年度
至
平成３２年度

14,132 14,132

中小企業事業資金利子補給
（平成２６年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

自
平成２６年度
至
平成２７年度

12,777

自
平成２８年度
至
平成３３年度

11,684 11,684

中小企業事業資金利子補給
（平成２７年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

平成２７年度 2,368

自
平成２８年度
至
平成３４年度

10,485 10,485

中小企業事業資金利子補給
（平成２８年度）

融資総額に対し、神栖市中小企業資金利子及
び信用保証料補助金交付要項第３条に規定す
る率を乗じて得た額

自
平成２８年度
至
平成３５年度

雇用促進奨励金 4,250

自
平成２８年度
至
平成２９年度

4,250 4,250

住宅復興資金利子補給
（平成２６年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資
金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

自
平成２６年度
至
平成２７年度

8,395

自
平成２８年度
至
平成２９年度

5,691 3,096 2,595

住宅復興資金利子補給
（平成２７年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資
金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

平成２７年度 753

自
平成２８年度
至
平成３０年度

4,050 2,377 1,673

住宅復興資金利子補給
（平成２８年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資
金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

自
平成２８年度
至
平成３１年度

教育ローン利子補給
（平成２４年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成２４年度
至
平成２７年度

6,212

自
平成２８年度
至
平成３０年度

615 615

教育ローン利子補給
（平成２５年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成２５年度
至
平成２７年度

4,894

自
平成２８年度
至
平成３１年度

1,343 1,343

教育ローン利子補給
（平成２６年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成２６年度
至
平成２７年度

2,794

自
平成２８年度
至
平成３２年度

2,409 2,409

教育ローン利子補給
（平成２７年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

平成２７年度

自
平成２８年度
至
平成３３年度

教育ローン利子補給
（平成２８年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成２８年度
至
平成３４年度



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

医師教育資金利子補給
（平成２７年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資
金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

平成２７年度

自
平成２８年度
至
平成３２年度

7,200 7,200

医師教育資金利子補給
（平成２８年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資
金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

自
平成２８年度
至
平成３３年度

7,200 7,200

高校就学援助費
（平成２７年度）

2,520 平成２７年度 420

自
平成２８年度
至
平成２９年度

840 840

高校就学援助費
（平成２８年度）

2,016

自
平成２８年度
至
平成３０年度

2,016 2,016

奨学資金貸付金
（平成２６年度）

33,600

自
平成２６年度
至
平成２７年度

8,400

自
平成２８年度
至
平成２９年度

5,040 5,040 0

奨学資金貸付金
（平成２７年度）

33,600 平成２７年度 3,360

自
平成２８年度
至
平成３０年度

6,720 6,720 0

奨学資金貸付金
（平成２８年度）

33,600

自
平成２８年度
至
平成３１年度

33,600 33,600 0

修学資金貸付金（医学生）
（平成２７年度）

28,800 平成２７年度 4,800

自
平成２８年度
至
平成３２年度

24,000 24,000

修学資金貸付金（医学生）
（平成２８年度）

28,800

自
平成２８年度
至
平成３３年度

28,800 28,800

修学資金貸付金（看護師）
（平成２６年度）

9,600

自
平成２６年度
至
平成２７年度

6,000

自
平成２８年度
至
平成２９年度

3,600 3,600

修学資金貸付金（看護師）
（平成２７年度）

12,000 平成２７年度 1,800

自
平成２８年度
至
平成３０年度

10,200 10,200

修学資金貸付金（看護師）
（平成２８年度）

12,000

自
平成２８年度
至
平成３１年度

12,000 12,000

寄附講座開設費寄附金
（東京医科大学）

72,000

自
平成２８年度
至
平成２９年度

72,000 72,000

寄附講座開設費寄附金
（帝京大学）

48,000

自
平成２８年度
至
平成３１年度

48,000 48,000



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

寄附講座開設費寄附金
（日本医科大学）

60,000

自
平成２８年度
至
平成２９年度

60,000 60,000

寄附講座開設費寄附金
（東京医科大学）

108,000

自
平成２８年度
至
平成３１年度

108,000 108,000

英語指導業務委託（教育指導課） 191,730

自
平成２９年度
至
平成３１年度

191,730 191,730

仮設住宅借上（都市計画課） 318,609

自
平成２３年度
至
平成２７年度

261,009

自
平成２８年度
至
平成３０年度

57,600 57,600 0

建物等借上（契約管財課） 10,800

自
平成２８年度
至
平成３０年度

10,800 10,800

総合計画策定業務委託（政策企画
課）

14,700

自
平成２８年度
至
平成２９年度

14,700 14,700

エレベーター保守点検業務委託
（庁舎）

2,112 平成２９年度 2,112 2,112

ごみ集積所清掃等業務委託（庁
舎）

1,320 平成２９年度 1,320 1,320

公用車集中管理業務委託（庁舎） 2,022 平成２９年度 2,022 2,022

プロパンガス購入（庁舎） 330 平成２９年度 330 330

自家用電気工作物保安管理業務委
託（庁舎）

917 平成２９年度 917 917

清掃業務委託
（庁舎）

47,473 平成２７年度 11,701

自
平成２８年度
至
平成２９年度

35,772 35,772

清掃業務委託
（保健・福祉会館）

51,000 平成２７年度 11,016

自
平成２８年度
至
平成２９年度

39,984 39,984

清掃業務委託
（はさき福祉センター）

15,906 平成２７年度 3,888

自
平成２８年度
至
平成２９年度

12,018 12,018



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

清掃業務委託
（歴史民俗資料館）

10,463 平成２７年度 2,521

自
平成２８年度
至
平成２９年度

7,942 7,942

清掃業務委託
（中央図書館）

28,294 平成２７年度 6,869

自
平成２８年度
至
平成２９年度

21,425 21,425

清掃業務委託
（波崎地区防災拠点施設）

9,877

自
平成２８年度
至
平成３０年度

9,877 9,877

うずもコミュニティセンター清掃
業務委託（市民協働課）

13,544 平成２７年度 4,515

自
平成２８年度
至
平成２９年度

9,029 9,029

平泉コミュニティセンター清掃業
務委託（市民協働課）

13,846

自
平成２８年度
至
平成３０年度

13,846 13,846

清掃業務委託
（中央公民館）

52,680 平成２７年度 12,201

自
平成２８年度
至
平成２９年度

40,479 40,479

清掃業務委託
（はさき生涯学習センター）

32,052 平成２７年度 7,398

自
平成２８年度
至
平成２９年度

24,654 24,654

清掃業務委託
（矢田部公民館）

18,341 平成２７年度 4,227

自
平成２８年度
至
平成２９年度

14,114 14,114

清掃業務委託
（若松公民館）

20,513 平成２７年度 4,277

自
平成２８年度
至
平成２９年度

16,236 16,236

警備業務委託
（中央公民館）

27,426 平成２７年度 6,398

自
平成２８年度
至
平成２９年度

21,028 21,028

警備業務委託
（庁舎）

60,081 平成２７年度 13,945

自
平成２８年度
至
平成２９年度

46,136 46,136

警備業務委託
（保健・福祉会館）

15,551

自
平成２８年度
至
平成３０年度

15,551 15,551

警備業務委託
（波崎地区防災拠点施設）

35,702

自
平成２８年度
至
平成３０年度

35,702 35,702



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

総合案内・電話交換業務委託
（庁舎）

41,235 平成２７年度 10,302

自
平成２８年度
至
平成２９年度

30,933 30,933

窓口案内・電話交換業務委託
（波崎地区防災拠点施設）

25,527

自
平成２８年度
至
平成３０年度

25,527 25,527

電話交換システム機器借上
（庁舎）

13,840

自
平成２４年度
至
平成２７年度

3,378

自
平成２８年度
至
平成３１年度

10,462 10,462

運転業務委託
（保健・福祉会館）

22,551 平成２７年度 7,517

自
平成２８年度
至
平成２９年度

15,034 15,034

運転業務委託
（はさき福祉センター）

7,557 平成２９年度 7,557 7,557

学校給食調理加工業務委託
（第一,第二学校給食共同調理
場）

392,196 平成２７年度 148,154

自
平成２８年度
至
平成２９年度

228,659 228,659

学校給食運搬業務委託
（第一,第二学校給食共同調理
場）

120,024

自
平成２５年度
至
平成２７年度

75,550

自
平成２８年度
至
平成２９年度

44,474 44,474

学校給食調理加工業務委託
（（新設）第二学校給食共同調理
場）

461,652

自
平成２８年度
至
平成３０年度

461,652 461,652

学校給食運搬業務委託
（(新設)第二学校給食共同調理
場）

168,751

自
平成２８年度
至
平成３２年度

168,751 168,751

学校給食システム保守管理業務委
託
（第二学校給食共同調理場）

2,189

自
平成２８年度
至
平成３０年度

2,189 2,189

学校給食運搬業務委託
（第三学校給食共同調理場）

122,241

自
平成２５年度
至
平成２７年度

63,979

自
平成２８年度
至
平成２９年度

58,262 58,262

保育所調理業務委託
（こども課）

105,000 平成２７年度 30,240

自
平成２８年度
至
平成２９年度

74,760 74,760

地域福祉計画策定業務委託
（社会福祉課）

5,940

自
平成２８年度
至
平成２９年度

5,940 5,940

健康相談ダイヤル業務委託
（健康増進課）

8,482 平成２９年度 8,482 8,482



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

高齢者ふれあいセンター「むつみ
荘」運営事業指定管理委託
（長寿介護課）

231,650 平成２７年度 45,720

自
平成２８年度
至
平成３１年度

185,930 185,930

海浜保育所指定管理委託
（こども課）

360,000 平成２７年度 120,000

自
平成２８年度
至
平成２９年度

240,000 240,000

日川浜オートキャンプ場指定管理
委託
（商工観光課）

27,200 平成２７年度 5,230

自
平成２８年度
至
平成３１年度

21,970 21,970

ふれあいセンター湯楽々指定管理
委託
（商工観光課）

194,186 平成２７年度 35,000

自
平成２８年度
至
平成３１年度

159,186 159,186

ゆ～ぽ～とはさき指定管理委託
（商工観光課）

165,514 平成２７年度 30,400

自
平成２８年度
至
平成３１年度

135,114 135,114

矢田部サッカー場指定管理委託
（商工観光課）

11,694 平成２７年度 2,000

自
平成２８年度
至
平成３１年度

9,694 9,694

市営豊ヶ浜駐車場施設清掃業務委
託
（商工観光課）

5,901

自
平成２９年度
至
平成３１年度

5,901 5,901

サンサンパーク休憩施設清掃業務
委託
（商工観光課）

2,713

自
平成２９年度
至
平成３１年度

2,713 2,713

ＭＣＡ無線通信機借上
（平成25年度）（防災安全課）

15,109

自
平成２５年度
至
平成２７年度

8,346

自
平成２８年度
至
平成２９年度

6,763 6,763

ＭＣＡ無線通信機借上
（平成26年度）（防災安全課）

394

自
平成２６年度
至
平成２７年度

112

自
平成２８年度
至
平成２９年度

282 282

かみす聖苑等指定管理委託
（環境課）

448,800 平成２７年度 79,500

自
平成２８年度
至
平成３１年度

369,300 369,300

ＥＳＣＯ事業導入業務委託
（環境課）

163,341

自
平成２５年度
至
平成２７年度

132,845

自
平成２８年度
至
平成３５年度

30,496 30,496

自然環境調査業務委託
（環境課）

10,000 平成２７年度 1,000

自
平成２８年度
至
平成３６年度

9,000 9,000

第一・第二衛生プラント運転管理
業務委託
（廃棄物対策課）

177,858 平成２７年度 49,508

自
平成２８年度
至
平成２９年度

128,350 128,350



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

第一衛生プラント脱水設備機械借
上（廃棄物対策課）

25,358

自
平成２８年度
至
平成３２年度

25,358 25,358

第一リサイクルプラザ運転管理業
務委託（廃棄物対策課）

665,343

自
平成２８年度
至
平成３０年度

665,343 665,343

第一リサイクルプラザ機械警備業
務委託（廃棄物対策課）

2,362

自
平成２８年度
至
平成３０年度

2,362 2,362

第二リサイクルプラザ運転管理業
務委託（廃棄物対策課）

381,943

自
平成２８年度
至
平成３０年度

381,943 381,943

神栖市文化センター指定管理委託
（文化スポーツ課）

431,745

自
平成２９年度
至
平成３３年度

431,745 431,745

神栖市文化センター照明操作卓借
上（文化スポーツ課）

46,116

自
平成２８年度
至
平成３８年度

46,116 46,116

神栖市運動施設指定管理委託
（文化スポーツ課）

1,681,660

自
平成２９年度
至
平成３３年度

1,681,660 1,681,660

契約管理・工事成績評定システム
賃借料
（契約管財課）

11,025

自
平成２６年度
至
平成２７年度

3,597

自
平成２８年度
至
平成３０年度

7,428 7,428

神栖中央公園防災アリーナ（仮
称）整備運営事業（施設整備費）
（施設管理課）

１１,２７４,６８９千円に金利変動、物価変
動及び税制度の変更による増減額並びに消費
税額及び地方消費税額を加算した額

平成２７年度 39,744

自
平成２８年度
至
平成４５年度

限度額から
39,744千円を
控除した額

 設計費、工事
 監理費及び工
 事費相当額に
 充てる社会資
 本整備総合交
 付金の額

特定財源を
控除した額

神栖中央公園防災アリーナ（仮
称）整備運営事業（運営・維持管
理費）
（施設管理課）

４,６７４,６６１千円に金利変動、物価変動
及び税制度の変更による増減額並びに消費税
額及び地方消費税額を加算した額

平成２７年度

自
平成２８年度
至
平成４５年度

限度額の
範囲内

全額

神栖中央公園防災アリーナ（仮
称）設計・建設モニタリング業務
委託
（施設管理課）

１５,０００千円に消費税額及び地方消費税額
を加算した額

平成２７年度 2,484

自
平成２８年度
至
平成３０年度

限度額から
2,484千円を
控除した額

全額



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源

公共サイン整備方針策定業務委託
（都市計画課）

16,000

自
平成２８年度
至
平成２９年度

16,000 16,000

港公園清掃業務委託（施設管理
課）

21,670

自
平成２８年度
至
平成２９年度

21,670 10,835 10,835

下水道施設維持管理業務委託 15,200

自
平成２８年度
至
平成３０年度

15,200 15,200

教職員健康診断業務委託
（小学校）

2,118 平成２９年度 2,118 2,118

教職員健康診断業務委託
（中学校）

1,150 平成２９年度 1,150 1,150

児童保健検査業務委託（小学校） 2,644 平成２９年度 2,644 2,644

生徒保健検査業務委託（中学校） 2,048 平成２９年度 2,048 2,048

幼児保健検査業務委託（幼稚園） 165 平成２９年度 165 165

教職員結核・肺がん検診業務委託
（小学校）

501 平成２９年度 501 501

教職員結核・肺がん検診業務委託
（中学校）

272 平成２９年度 272 272

教職員結核・肺がん検診業務委託
（幼稚園）

72 平成２９年度 72 72



現在高並びに平成２７年度末

在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

平成２８年度中
起 債 見 込 額

平成２８年度中
元金償還見込額

１．普　通　債　 10,373,995 10,127,775 1,357,100 1,810,589 9,674,286 

 (1) 総   務   債 46,000 30,640 15,360 15,280 

 (2) 民   生   債 600,078 513,110 4,200 79,056 438,254 

 (3) 衛   生   債 797,454 778,776 22,900 320,820 480,856 

 (4) 農林水産業債 1,259,100 1,075,335 191,800 178,818 1,088,317 

 (5) 商   工   債 68,848 61,306 10,602 50,704 

 (6) 土   木   債 2,842,146 2,544,822 155,400 314,971 2,385,251 

 (7) 消   防   債 223,932 193,442 30,610 162,832 

 (8) 教   育   債 4,536,437 4,930,344 982,800 860,352 5,052,792 

２．災害復旧事業債 9,100 7,284 1,818 5,466 

 (1) 教　 育   債 9,100 7,284 1,818 5,466 

３．そ  の  他 8,553,321 7,973,407 635,579 7,337,828 

 (1) 減税補てん債 848,728 735,328 114,855 620,473 

 (2) 臨時税収補てん債 109,457 73,716 36,480 37,236 

 (3) 減収補てん債 380,000 380,000 380,000 

 (4) 臨時財政対策債 7,015,193 6,597,629 470,759 6,126,870 

 (5) 公営企業債 199,943 186,734 13,485 173,249 

合　　　計 18,936,416 18,108,466 1,357,100 2,447,986 17,017,580 

平成２８年度中増減見込額
平成２８年度末
現在高見込額

地方債の平成２６年度末における

及び平成２８年度末における現

区　　分
平成２６年度末

現  在  高
平成２７年度末
現在高見込額
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